
注：◎は新規施策分
○は大幅増額分

【西日本豪雨災害への対応】

１　被災者の生活等支援

【愛顔枠対象事業】
１ 災害復旧・復興対応被災児童生徒就学支援事業費（教育委員会　義務教育課）

７，７８４万円

豪雨災害により被災した児童生徒のうち、経済的な理由により就学困難になった者に対し、
就学支援を行うとともに、市町が実施する就学援助事業に対する補助を行う。

児童生徒就学援助事業
対象者 小中学校及び中等教育学校（前期課程）の児童生徒
対象経費 学用品費等、医療費、学校給食費
負担区分 市町実施事業 国2/3　県1/6　（市町1/6）

県実施事業 国2/3　県1/3
児童生徒等特別支援教育就学奨励事業

対象者 特別支援学校の幼児及び児童生徒
対象経費 学用品費等、学校給食費　など　
負担区分 国2/3　県1/3

２ 被災者見守り・相談支援事業費（保健福祉部　保健福祉課） １億１５７万円

被災者の安定的な日常生活の確保を図るため、仮設住宅等への巡回訪問等を通じた
見守りや相談支援、住民同士の交流促進など、総合的な支援を実施する。

事業内容
県地域支え合いセンターの運営

事業内容 市町センターへの助言、研修会等の実施、アドバイザーの派遣　など
委託先 （福）県社会福祉協議会

市地域支え合いセンターの運営に対する補助
実施主体 宇和島市、八幡浜市、大洲市、西予市
補助対象 被災者の見守りや相談支援、支援従事者研修会等を実施する経費

負担区分 国10/10

３ 被災地こころのケア体制整備事業費（保健福祉部　健康増進課） ２４８万円

被災者及び支援者の中長期的なこころのケアのため、被災地での相談窓口の設置や専門家
によるこころのケアチームの派遣等を継続する。

こころの保健室の開設（月2回）
開設場所 宇和島市、大洲市、西予市
委託先 （一社）日本精神科看護協会愛媛県支部、（一社）県精神保健福祉士会

こころのケアチームの派遣（月1回程度）
派遣先 仮設住宅、要支援者宅、集会所　など
要請先 愛媛大学医学部附属病院

負担区分　 国10/10

今回の予算の主要な事項について
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２　地域産業の再建支援

４ ◎ 農地再編復旧整備調査計画費（農林水産部　農地整備課） １，６８０万円

被災した柑橘園地において、周辺園地を含めた区画整理を行う再編復旧により園地の緩傾斜化
や農道・水路の整備を総合的に行い、災害に強く生産性の高い園地として整備する。

事業内容 区画整理事業を実施するための事業計画書を作成（合意形成が整った地区）
実施地区 2地区
負担区分 国62.5/100　市町12.5/100　県25/100　

【愛顔枠対象事業】
５ ◎ 柑橘農業復興推進事業費（農林水産部　農産園芸課） １，６８２万円

被災農家の経営再建のため、JA等が行う早期復旧・営農継続に向けた取組みや新品種・新技術
の導入に対して支援を行い、営農基盤の再構築と産地力の底上げを図る。

事業主体 市町
実施主体　 JA、農業法人　など
事業内容

農作業受託組織設立のための支援
受託作業に必要な機械等整備

新品種・先進技術導入モデルの実証
実証及び被災農家の試験導入に必要な施設整備

早期成園化のための大苗生産の支援
大苗生産に必要な設備　など

モノレール早期完全復旧に向けた支援
農家が自力復旧したモノレールの安全点検

無人航空機等による防除
スプリンクラー未復旧園地の防除作業の委託

補助率 県1/3

６ ○ 豪雨被災中小企業等復興推進事業費（経済労働部　経営支援課） １億５，８９０万円

被災中小企業者等の施設復旧等に要する経費を助成するグループ補助金の円滑な活用を
支援するため、現地支援窓口を設置し、事業者の負担軽減や被災地の早期復興を図る。

被災地支援窓口の運営
内容 復興事業計画、補助金交付申請書等の受付、審査

補助金申請等の事業者訪問による支援
委託先 県行政書士会

受付・データ入力、データベース管理
委託先 システム開発会社

負担区分 国1/2（上限6,800万円）

７ ○ 豪雨災害関連対策資金貸付金（経済労働部　経営支援課） １７億２，０００万円

災害の影響を受け、事業活動に支障が生じている県内中小企業者等の円滑な資金調達を
支援するため、融資枠を確保する。

貸付原資：新規分 　　6億円（新規融資枠　15億円）
貸付残高分預託 11.2億円
合計 17.2億円
対象者 県内に事業所を有する中小企業者等であって、以下の条件に該当する者

災害の影響を受けて営業又は操業等を短縮し、若しくは停止していること
災害の影響を受けて最近1か月間の売上高が、前年同期の売上高に比べ
10％以上減少し、又は減少することが見込まれること
その他、災害の対応策として、一時的に資金を必要としていること

使途 運転資金、設備資金
限度額 運転 2,000万円

設備 3,000万円
利率 年1.0％（保証付）
期間 運転  7年以内（据置1年以内）

設備 10年以内（据置1年6か月以内）
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８ 豪雨災害関連金融支援事業費（経済労働部　経営支援課） ６，３００万円

被災した中小企業者等が豪雨災害関連対策資金を借り入れる際の保証料を補助する。
補助対象 豪雨災害関連対策資金の運転・設備資金に係る保証料
対象期間 31年度
保証料率 年0.35～1.80％

９ 被災中小企業等クラウドファンディング復旧支援事業費（経済労働部　経営支援課）
１９９万円

被災により不安定な経営を強いられ、廃業を余儀なくされる中小企業等の発生が
危惧されるため、クラウドファンディング（CF）の手法を活用した復旧支援を行う。

CFプロジェクトの実施
中小企業等に対するCFの仕組みや活用事例の周知
事業計画の募集・支援（20件）

時期 31年5～12月
対象 豪雨で被害を受けた県内個人、法人、任意団体

（支援先は選定審査会で選定）
県特設サイトの開設及び支援金の募集

時期 31年8月～32年2月
委託先 CF運営会社

【愛顔枠対象事業】
１０ ○ がんばる南予観光支援事業費（経済労働部　観光物産課） １，０５０万円

豪雨災害からの復興を後押しするため、「いやしの南予」の観光ブランド化や魅力発信のための
プロモーション活動等を強化する。

実施主体 旅南予協議会
事業内容

南予観光プロモーション事業
旅行専門誌等への広告掲載
食との連携による観光復興キャンペーン　など

がんばる南予誘客促進事業
専門家による「いやしの南予」ブランドの確立や旅行商品造成の促進
被災後に新設した募集型企画旅行のパンフレット制作経費助成
南予観光支援特別事業（県10/10）

周遊バスツアーや運輸事業者と連携した特急列車の運行
時期 31年7～11月
運行本数 バス・特急列車　各30本

「いやしの南予・体験泊」推進事業
民泊モデルの推進体制整備及びPR

負担区分 県1/4　（南予9市町3/4）
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３　検証内容を先取りした防災機能の強化

【防災・減災強化枠対象事業】
１１ ◎ 災害情報伝達設備強化支援事業費（県民環境部　防災危機管理課） １億２，３４２万円

住民への災害情報の伝達をより確実なものとし、適切な避難行動を促すため、市町が行う
屋外放送設備や戸別受信機等の整備を支援する。

戸別受信機等の整備促進
補助対象 戸別受信機等の購入経費

屋外放送設備の改善促進
補助対象 高性能屋外スピーカーへの改修経費

補助率 県1/2又は2/5（市町の財政力指数による）
対象地域 原則、土砂災害危険箇所
実施期間 31～32年度
（災害に強い愛媛づくり基金を充当）

【防災・減災強化枠対象事業】
１２ ◎ 被災者生活再建支援システム導入費（県民環境部　防災危機管理課） ５，５００万円

災害時に被災者の早期生活再建を支援するため、罹災証明書を迅速に発行し、
被災者情報を一元的に管理できる県内統一のシステムを市町と連携し導入する。

被災者生活再建支援システム
住民基本台帳等と地図が連携した住家被害認定調査機能
罹災証明書発行のための調査票自動読取り機能
被災者台帳のシステム化による情報共有機能　など

整備年度 31年度（運用開始予定　32年度）
負担区分 県1/2　市町1/2

【防災・減災強化枠対象事業】
１３ ◎ 災害情報システム高度化事業費（県民環境部　防災危機管理課） １，４８０万円

市町による避難勧告等の早期発令や県民への分かりやすい形での情報提供、被害状況の
自動収集や分析を可能とするため、災害情報システムの高度化に向けた設計を行う。

システム高度化の設計委託
内容 気象情報や土砂災害警戒情報等の地図表示機能

衛星データ等による被害情報の自動収集分析機能
国との情報連携機能　など

災害分析システム利用検討会の開催
構成 県、市町、学識経験者　など
内容 先進機能の調査、次期システムへの導入検討　など

整備年度 31～32年度（運用開始予定　33年度）
（災害に強い愛媛づくり基金を充当）

【防災・減災強化枠対象事業】
１４ ◎ 自主防災組織活性化支援事業費（県民環境部　防災危機管理課） ２，３１７万円

災害時に地域で助け合う共助を推進するため、防災士等を中心とした自主防災組織活動の
活性化の取組みを支援する。

活動活性化の支援
事業主体 市町
補助対象 防災訓練やワークショップ等に係る自主防災組織の活動経費（100組織）
補助率 県1/2　（市町1/2）（補助上限30万円/組織）

活性化促進DVDの作成
内容 知識編（避難行動）、活動編（先進的な自主防災組織の取組み事例）

自主防災組織・防災士連絡調整会の開催（年2回）
構成 各市町の自主防災組織代表者、防災士代表者　など

（災害に強い愛媛づくり基金を充当）
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【防災・減災強化枠対象事業】
１５ ◎ 消防団広域協力体制構築事業費（県民環境部　消防防災安全課） ２５５万円

消防団の広域協力体制を構築するため、相互応援協定の締結に向けた検討を行うとともに、
隣接市町消防団の合同訓練をモデル的に実施する。

消防団広域協力体制検討委員会の開催（年5回）
構成 県、市町、消防長、消防団長、学識経験者　など
内容 消防団相互応援協定（案）の作成

隣接市町消防団合同訓練モデル事業
合同訓練・訓練成果共有会の実施（東・中・南予　各1回）

時期 31年10～11月
成果発表会の開催（松山市内）

時期 32年1月
参加者 全消防団、全市町消防団担当職員　など

委託先 （公財）県消防協会

１６ ○ 洪水避難支援体制強化事業費（土木部　河川課） ２億４，２９３万円

水害や土砂災害から県民の生命を守るため、市町の避難勧告等の発令や県民の避難行動を
支援するソフト対策を実施し、避難体制の強化を図る。

洪水浸水想定区域の指定等
対象箇所 小野川、渦井川　など　5河川
事業内容 洪水浸水想定区域の事前調査、氾濫危険水位の設定

河川情報提供体制の強化
事業内容 河川監視カメラの整備、えひめ河川メールの提供情報拡充　など

防災教育支援による避難行動の啓発強化
事業内容 洪水・土砂災害の防災教育の合同実施

CG等の防災教育支援ツールの作成　など
負担区分 国1/2　県1/2
（災害に強い愛媛づくり基金を充当）

１７ ◎ 土砂災害警戒情報発信強化事業費（土木部　砂防課） ６，０９９万円

市町の避難勧告や住民の自主避難の判断基準となる土砂災害警戒情報の発信を強化する。
土砂災害情報相互通報システムの改修

土砂災害警戒情報の緊急速報（エリア）メールの配信
防災メールによる地域を限定した土砂災害危険度情報の配信
気象台の配信データ変更に対応

運用開始 31年10月
負担区分 国1/2　県1/2
（災害に強い愛媛づくり基金を充当）

【防災・減災強化枠対象事業】
１８ ○ 災害廃棄物処理体制構築事業費（県民環境部　循環型社会推進課） ６２６万円

市町の災害廃棄物処理の実効性を高めるため、担当職員のスキルアップに取り組むとともに、
地域における処理課題等について情報共有等を行い、処理体制の構築を図る。

災害廃棄物処理に係る図上訓練の実施（年3回）
対象者 50人（国、県、市町職員　など）
時期 31年7～10月
内容 初動対応、住民への情報伝達、災害廃棄物発生量の推計　など

災害廃棄物処理体制の構築
豪雨に係る災害廃棄物処理の報告・検討会の開催

対象者 50人（国、県、市町職員　など）
時期 31年11月
内容 被災市町からの報告、情報共有、意見交換　など

ブロック別災害廃棄物対策協議会の運営
構成 県、市町、環境省（オブザーバー）
場所 3か所（西条・今治区域、松山区域、八幡浜・宇和島区域）
内容 災害廃棄物処理に係る広域連携、有識者との意見交換　など

豪雨に係る災害廃棄物処理記録集の作成（300部）
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４　社会基盤の復旧等

１９ 市町道災害復旧受託事業費（土木部　道路建設課・道路維持課） ７億６，１７６万円

被災した市町道のうち、高度な技術力を要する箇所や被災規模の大きい箇所について、
市町からの要請に基づき受託し、復旧を支援する。

宇和島市受託事業
事業内容 道路34か所の復旧
期間 30～32年度
31年度事業 市道伊崎面田線　擁壁工　など　18か所

大洲市受託事業
事業内容 大成橋の復旧
期間 30～32年度
31年度事業 橋りょう工　など

負担区分 市10/10

２０ ○ 農地農業用施設災害復旧受託事業費（農林水産部　農地整備課） ６億３４万円

被災した農地農業用施設のうち、大規模で高度な技術力を要する施設等について、
宇和島市及び西予市からの要請に基づき受託し、復旧を支援する。

事業内容 用水管、スプリンクラー等の復旧
期間 30～32年度
31年度事業 吉田地区（宇和島市）用水管工　など　54か所
負担区分 市10/10

【防災・減災強化枠対象事業】
２１ ○ 肱川激甚災害対策特別緊急事業費（土木部　河川課） １４億３，１１９万円

国と一体となった肱川水系治水対策の目標を10年前倒しし、35年度の完成を目指して
集中的に整備する。

事業期間 30～35年度
改修事業

施工箇所 肱川（菅田地区） 6,500m、久米川 2,500m
31年度事業 築堤工、用地補償、測量設計
負担区分 国5.5/10　県4.5/10

直轄事業
施工箇所 肱川（如法寺地区等） 6,300m、矢落川（JR橋りょう等） 1,200m
31年度事業 築堤工、堤防嵩上げ　など　
負担区分 国2.06/3　県0.94/3

２２ ◎ 砂防激甚災害対策特別緊急事業費（土木部　砂防課） ８億円

土石流等により激甚な災害が発生した地域の再度災害を防止する。
事業箇所 大明神川（宇和島市）砂防堰堤工　など　28か所
負担区分 国5.5/10　県4.5/10

【防災・減災強化枠対象事業】
２３ ◎ ため池豪雨災害緊急対策事業費（農林水産部　農地整備課） １，２００万円

豪雨による大規模災害に備え、市町等が行う危険ため池の廃止や部分改修工事を支援する。
事業主体 市町、土地改良区
事業期間 31～33年度
31年度事業 部分改修　5か所
補助対象 豪雨による決壊等の危険性が高く、被災時に下流への影響が大きいため池
補助率 県1/2
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【愛顔あふれる愛媛づくり（第３ステージ）】

１　雇用、経済に愛顔を

（１）戦略的な営業活動の展開

【愛顔枠対象事業】
２４ ものづくり技術営業推進事業費（経済労働部　産業政策課） ３，４５９万円

愛媛ものづくり企業スゴ技データベースによる情報発信や、大都市での大型展示会などに
おける知事のトップセールスにより、県内ものづくり企業の優れた技術力の知名度向上や県外
大手企業との商談を促進し、地域経済の活性化を図る。

大型展示会への県ブース出展（東京）
大手企業へのトップセールス及びビジネスマッチング

トップセールスに併せた県内企業展示商談会の開催（年1回　10社程度）
来県企業とのマッチング（年2回　4～8社程度）

四国企業販路開拓マッチングプロジェクト
大型展示会への共同出展（東京、タイ・バンコク、インドネシア・ジャカルタ）

【愛顔枠対象事業】
２５ ◎ ＩＴ活用営業推進事業費（経済労働部　産業政策課） １，９８０万円

「すご味」「すごモノ」データベースWebサイトの機能強化や再構築を行い、アクセス情報分析等
によりターゲットを明確化した営業活動を展開する。

ランディングページの制作
動画や広告等から「すご味」「すごモノ」等県産品Webサイトへのアクセス促進

Webサイトの再構築
閲覧者に効果的に訴求するWebサイトへの改修
企業HPの改修促進等のための研修会の実施

アクセス情報の分析
分析情報を活用した営業活動の実施、事業者へのフィードバック

【愛顔枠対象事業】
２６ ◎ デジタルマーケティング県産品販売促進事業費（企画振興部　総合政策課） ７，８６１万円

「すご味」「すごモノ」をはじめとした県産品の販売力を強化・補完するため、デジタル
マーケティングを活用した効果的な情報発信やWebサイトへの誘導等を行う。

「すご味」「すごモノ」ブランディング動画の制作（2本）
広告配信及び「すご味」「すごモノ」Webサイトへの誘導

内容 動画視聴（200万再生回以上）、Webサイトへの誘導（20万PV以上）
配信先 国内外の「すご味」「すごモノ」愛好者

分析検証
動画視聴者の属性等のデータ取得、分析検証、施策の改善

【愛顔枠対象事業】
２７ 海外重点市場販路拡大事業費（経済労働部　産業政策課） ９３７万円

本県と交流基盤がある市場のうち、県内企業のニーズ・意欲がある国・地域を重点市場として
集中的に販路開拓を図る。

米国（ハワイ・シアトル　など）での販路開拓
バイヤー招へい商談会の開催

時期 31年4、7月
場所 アイテムえひめ

西海岸地域での販促プロモーションの通年実施
場所 日系スーパー

豪州（シドニー・メルボルン）での販路開拓
現地飲食店ネットワークの連携強化

かんきつ果汁キャンペーンの実施、業務用商材活用先の開拓　など
県販促代理店によるローカルバイヤー招へい、発掘
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【愛顔枠対象事業】
２８ 県産材輸出支援事業費（農林水産部　林業政策課） １，６８５万円

県産材の需要拡大に向け、アジアや北米市場での営業活動や展示会出展などを支援する。
高付加価値商品販路開拓事業

内容 海外の工務店やホームセンター等を対象とした営業活動
中国への媛すぎ・媛ひのき構造材の販路開拓
韓国での県産材モデルハウス見学会の開催や建築技術の指導　など

委託先 県産材製品市場開拓協議会
高付加価値商品PR事業

内容 海外の展示会への出展
内装材輸出促進事業

事業主体 県産材製品市場開拓協議会
補助対象 高付加価値内装材製品サンプルの海上運賃
補助率 定額（1,000円/㎥、新規輸出は2,000円/㎥）

（農林水産業体質強化緊急対策基金を充当）

【愛顔枠対象事業】
２９ 愛育フィッシュ輸出拡大事業費（農林水産部　漁政課） １，５３８万円

大型ブリやみかんブリなどを核とした愛育フィッシュの輸出拡大を図るため、「食」の提案による
需要拡大や既存商流のフォローアップに取り組む。

内容 国内外における「食」の提案（海外でのセミナー開催、海外シェフ招へい）
PRツールの作成（海外用料理レシピ、デジタルコンテンツの活用）
既存商流のフォローアップ　など

委託先 愛育フィッシュ輸出促進共同企業体
（農林水産業体質強化緊急対策基金を充当）

（２）活力ある産業づくり

３０ 中小企業振興資金貸付金（経済労働部　経営支援課） ４１１億３，０００万円

県内の中小企業者等が必要とする資金の融通を円滑にし、経営の安定・強化を図る。
貸付原資：新規分 （新規融資枠）

経営安定資金 一般資金 24億円 （120億円）
建設産業短期資金 1.2億円 （6億円）
短期資金 25億円 （100億円）
小口資金 6億円 （18億円）

小口零細企業資金 15億円 （45億円）
チャレンジ企業支援資金 13億円 （26億円）
新事業創出支援資金 6億円 （15億円）
新事業創出支援資金（事業承継支援枠） 5億円 （10億円）
緊急経済対策特別支援資金 152億円 （380億円）
雇用促進支援資金 0.8億円 （2億円）
建設産業新分野進出等支援資金 2億円 （5億円）
災害関連対策資金 2億円 （5億円）

貸付残高分預託 159.3億円
合計　　411.3億円 （732億円）
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【愛顔枠対象事業】
３１ 愛媛グローカル・フロンティア事業費（経済労働部　産業創出課） １，６５１万円

県外から創業意欲のある人材を積極的に呼び込むとともに、県内外からビジネスプランを
募集して地域経済の新たな担い手として創業を支援し、定着を図る。

創業クリエーターの首都圏への配置
内容 潜在候補者の発掘、勧誘、育成等寄り添い型の支援を実施
委託先 民間事業者

「創業ミーティングin東京」の開催
時期 31年5月
対象者 地方での創業希望者、本県出身の大学生　など　100人
内容 創業事例の紹介、個別相談、交流会　など

個別創業準備支援
対象者 創業希望者（10人）
内容 創業準備のための県内起業家等への訪問を支援

EGFアワード2019開催事業
地域ソリューションビジネス創出セミナーの開催

時期 31年4月（松山市内）
内容 基調講演、起業家による事例発表　など

創業に向けたアドバイスを行う創業サポーターの募集
EGFアワード2019

内容 地域課題を地域資源で解決するビジネスプランの募集
選考されたプラン（10件）の短期集中セミナー
創業サポーターによるブラッシュアップ
報告会でのプレゼンテーション、表彰　など

時期 31年4～8月（募集）、9月（審査）、10月（セミナー）、12月（報告会）

【愛顔枠対象事業】
３２ ◎ 愛媛グローカルビジネス創出支援事業費（経済労働部　産業創出課） ４，９９８万円

地域課題解決型の創業による地域経済の持続的な発展を目指して、創業期の財政的な負担
を軽減し、新たな担い手として円滑なスタートアップを支援する。

愛媛グローカルビジネス創出支援事業費補助金
実施主体 公募により決定
内容 事業計画の公募・審査、コーディネーターによる伴走支援

起業支援金の交付（1人当たり上限200万円（補助率1/2））
対象人数 20人

創業支援情報発信サイトの構築
内容 「あのこの愛媛」への創業サポーター情報、創業事例等の掲載

負担区分 国1/2　県1/2

【愛顔枠対象事業】
３３ ◎ 新成長ものづくり企業等総合支援事業費（経済労働部　産業創出課） ３，６２６万円

県内産業のけん引役となる成長企業を創出するため、新事業にチャレンジする
県内ものづくり企業の技術開発を支援する。

新成長ものづくり企業等総合支援事業費補助金
対象者 県内中小企業者、中小企業者等のグループ
対象事業 市場性・実現性の高い技術シーズに基づく新たな製品化・実用化に

向けた研究開発　
対象分野 戦略重点分野（高機能素材、ヘルスケア、機能性表示食品等）

ものづくり産業、情報通信、各種サービス分野
対象経費 製品開発（試作を含む）、市場調査、展示会出展等に要する経費
補助率 県2/3
補助限度額 一般事業者1,000万円（3件程度）、小規模事業者250万円（2件程度）
収益納付 事業化により収益が生じたと認めた時は、補助事業者に対し補助金

相当額を限度として県に納付させる。（補助事業完了後5年間）
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【愛顔枠対象事業】
３４ ◎ 三島川之江港荷役機械整備事業費（土木部　港湾海岸課） ３億６，０００万円

〔債務負担行為限度額　７億２，８００万円〕

三島川之江港（金子地区）で取り扱うコンテナ貨物量の増加に対応するため、新たに
ガントリークレーンを整備する。

整備内容 ガントリークレーン設置　1基
整備期間 31～32年度
負担区分 国1/3　四国中央市2/9　県4/9

（３）産業を担う人づくり

【愛顔枠対象事業】
３５ 中小企業人材確保支援強化事業費（経済労働部　労政雇用課） １，５０１万円

中高生に県内の優れた中小企業の魅力を発信し、地元就職に向けた意識醸成を図るとともに、
県外学生のインターンシップを促進し、中小企業の人材確保を支援する。

中小企業の人材確保の支援
委託先 えひめ若年人材育成推進機構（ジョブカフェ愛work運営主体）
委託内容

中高生向けスゴ技企業等紹介冊子の作成
県内企業（10社）への育成・定着アドバイスの実施（年3回）
Uターン人材等獲得支援

インターンシップ実施のための県内企業対象の勉強会開催(年2回)
地元就職支援サイトの運営
企業採用担当者、Uターン就職経験者と学生の交流会の開催（年1回）

四国4県合同会社説明会の開催（年1回）
実施主体 四国地方産業競争力協議会
開催場所 大阪市

【愛顔枠対象事業】
３６ ○ えひめジョブチャレンジＵ‐１５事業費（教育委員会　義務教育課） １，２３９万円

中学生段階での望ましい勤労観や職業観の育成を図り、地域の魅力、良さを発見するため、
職場体験学習を実施する。

ワーキンググループ会議の設置
受入企業等の掘り起こし等を実施

キャリア教育担当者研修会の開催
職場体験学習の実施

実施校 全公立中学校128校、県立中等教育学校（前期課程）3校
実施期間 5日間
内容 企業職場体験、農林水産業体験　など

職場体験レポートの作成（県内全公立中学校に配布）
啓発ポスター、受入登録企業データベース、ホームページ等の作成

【愛顔枠対象事業】
３７ ○ 外国人生活相談体制強化事業費（経済労働部　国際交流課） ７００万円

外国人材の受入拡大を受け、在県外国人に対する相談、情報提供体制を強化するため、
県国際交流センターの相談運営体制の拡充を図る。

事業内容 相談員2人（1人増員）、市町等への出張相談
通訳手配による相談対応（ベトナム語等の少数言語）　など

委託先 県国際交流センター
負担区分 国1/2　県1/2
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【愛顔枠対象事業】
３８ ◎ 農業支援外国人材受入促進事業費（農林水産部　農政課） ４００万円

農業における労働力人材の補完を図るため、外国人技能実習生の受入体制の整備や
みかん栽培等を通じて本県と交流の深いスリランカからの人材受入モデルを構築する。

えひめ農業外国人材等確保対策協議会の設置
構成 県、地方農政局、JA、農業会議
内容 JA請負型による年間研修に必要な受入体制の整備、人材確保対策の検討

受入希望JAの調査、指導・助言、アンケートの実施・分析
外国人材受入農業者研修会の開催（東・中・南予　各1回）

内容 適切な受入れに向けた受入希望農業者の意識向上と情報交換
外国人材送出国連携協議

内容 スリランカからの研修生受入れや雇用の仕組みづくり

【愛顔枠対象事業】
３９ ◎ 林業・木材産業外国人材受入促進事業費（農林水産部　林業政策課） ５２０万円

技能実習制度で在留期間を2年以上に延長できない林業・木材産業において、外国人
技能実習生の受入れに必要な経費の一部を支援し、受入体制の整備促進を図る。

林業担い手外国人受入モデル事業
内容 日本語学習、安全講習、OJT研修　など
委託先 県森林組合連合会

木材産業担い手外国人導入促進事業
事業主体 県木材協会
補助対象 実習期間が1年に限られていることに伴うかかり増し経費
補助率 かかり増し経費の1/2（定額20万円/人）

４０ ◎ 外国人介護人材受入支援事業費（保健福祉部　保健福祉課） ３，０７１万円

外国人介護人材の受入体制を支援するため、総合支援窓口を設置するとともに、
受入施設における外国人介護福祉士候補者の日本語学習等を支援する。

外国人介護人材支援センターの設置
内容 関係者による連絡会議の開催、相談員の配置、巡回相談の実施　など
委託先 （福）県社会福祉協議会

外国人介護福祉士候補者学習支援事業
対象 経済連携協定（EPA）に基づく受入施設を運営する法人
補助対象 候補者の日本語や介護分野の専門学習支援等に要する経費
負担区分 国10/10

外国人留学生介護福祉士候補者学習支援事業
対象 外国人留学生を受け入れた介護福祉士養成施設を運営する法人
補助対象 候補者の日本語や介護分野の専門学習支援等に要する経費

（地域医療介護総合確保基金を充当）

（４）愛媛ブランドの確立

【愛顔枠対象事業】
４１ ◎ 県開発ブランド産品等ＰＲ強化対策事業費（農林水産部　ブランド戦略課） ６０７万円

県産農林水産物の更なる知名度向上や販路拡大等を図るため、県開発オリジナルブランド
産品を中心とした総合的なプロモーションを実施する。

愛媛あかね和牛PR強化事業
大都市圏の食の大使館での期間限定メニューを使用したフェアの開催
県内レストランでのメニュー提供や情報誌等による情報発信
県内百貨店等での試食宣伝の実施

愛媛クィーンスプラッシュ等PR強化事業
首都圏の高級スーパー等での高級中晩柑を中心としたかんきつフェアの開催
生産団体と連携した県内キャンペーン等の実施（ゼロ予算）

県産食材プレミアム食事会開催事業
えひめさんさん物語期間中、東予東部圏域にて県産食材を使用した食事会の開催
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【愛顔枠対象事業】
４２ ◎ ひめの凜ブランド確立事業費（農林水産部　農産園芸課） １，０９２万円

31年度から生産・販売を開始する県オリジナル良食味米「ひめの凜」の生産体制の整備と
ブランドの確立を図る。

生産・販売促進事業
生産販売戦略会議の開催、認定栽培者制度の運営、ブランドロゴ作成

良食味米生産体制の構築
食味分析計を整備し、美味しさに基づくランク付けを行う仕組みを構築

生産拡大支援事業
事業主体 市町
実施主体 農業法人、営農集団、認定農業者、JA
補助対象 種苗の導入
補助率 県1/2

ブランド構築支援事業
実施主体 県米麦振興協会
補助対象 ブランド構築や生産拡大のための広報、試食販売　など
負担区分 県1/4　（国1/2　農業団体1/4）

（農林水産業体質強化緊急対策基金を充当）

【愛顔枠対象事業】
４３ 伊予の媛貴海プレミアム化推進事業費（農林水産部　漁政課） １，６７０万円

首都圏等における「伊予の媛貴海」の効果的なプロモーションを行い、プレミアムな愛育フィッシュ
としてのブランド力の向上を図るとともに、養殖漁家による生産を支援する。

知名度向上推進
内容 大都市圏百貨店でのPR、高級飲食店でのプロモーション　など

養殖生産支援
事業主体 愛南町
実施主体 養殖漁家
補助率 県1/3　（町1/3）

（農林水産業体質強化緊急対策基金を充当）

（５）農林水産業の振興

【愛顔枠対象事業】
４４ えひめ次世代ファーマーサポート事業費（農林水産部　農政課） ９，１１２万円

新規就農者の確保・定着や優良農地の維持を推進するため、担い手対策に前向きに取り組む
JAに対し支援を行うとともに、JA自らによる積極的な農業経営への参入を推進する。

新規就農者確保育成支援
事業主体 市町
実施主体 JA、JA出資法人　など
事業内容

新規就農者受入体制整備支援
補助対象 新規就農者の募集活動や就農体験ツアーの開催　など
補助率 県1/2

就農準備研修支援
対象者 就農に向けて技術等の習得を希望する45歳未満の者
補助対象 技術研修の実施や研修ほ場の基盤整備、機械等の整備
補助率 県1/2

就農定着支援
対象者 就農後5年以内で新たな技術の導入等を希望するもの
補助対象 実践研修の実施や共同利用のための機械等の整備、婚活促進
補助率 県1/3・1/2

JAの農業経営参入の啓発、法人設立研修会の開催　など
（農林水産業体質強化緊急対策基金を充当）
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【愛顔枠対象事業】
４５ ◎ 一次産業女子就業促進事業費（農林水産部　農政課） ５３６万円

都市圏女性の本県での就業を促進するため、「一次産業女子ネットワーク・さくらひめ」
と連携して本県の一次産業の魅力を発信し、若手女性の就業と定着につなげる。

媛の国農山漁村就業推進
さくらひめメンバーと市町との連携による首都圏での魅力発信

ビデオやチラシ、マスコミを活用したPR
就業相談会等への参加・体験ツアーの開催

さくらひめメンバーによる就農相談、農業体験ツアーの実施　など
媛の国一次産業女子活躍支援

さくらひめネットワークの強化
新規メンバーの募集
災害復興マルシェ、他産業女子とのパワーアップ交流会、地域交流会の開催

【愛顔枠対象事業】
４６ ○ 新規漁業就業者定着促進事業費（農林水産部　水産課） ２，３０１万円

就業準備や定住定着に必要な経費を支援し、U・I・Jターン等による新規漁業就業者の
定住・定着促進を図る。

就業準備支援
内容 漁業への就業に必要な各種免許取得のための講習会の開催
対象者 U・I・Jターン等による新規漁業就業者
委託先 えひめ漁業担い手確保促進協議会

定住定着支援
事業主体 市町
実施主体 漁業協同組合
対象者 U・I・Jターン等による新規漁業就業者
補助対象 漁船・漁具の取得経費　など
補助率 県1/3　（市町1/3　漁業協同組合1/3）

（農林水産業体質強化緊急対策基金を充当）

【愛顔枠対象事業】
４７ ◎ 普及組織先導型戦略的産地づくり推進事業費（農林水産部　農産園芸課） １，２５０万円

高い技術力を持つ農業者が行う先進的技術導入への支援等を普及組織が先導し、
農業者と連携しながら行うことで、産地づくりの推進を図る。

普及組織先導型革新的技術導入事業
実施主体 農業生産法人、認定農業者　など
補助対象 先進的技術等の導入に必要な施設・機器の整備
補助率 県1/3　（市町1/6）

普及組織先導型戦略的産地育成事業
内容 県内外実需者の消費動向や流通上の問題点等の調査・分析　

産地情報の発信等販路拡大活動

【愛顔枠対象事業】
４８ ◎ 畜産基盤施設再生支援事業費（農林水産部　畜産課） ３，０００万円

地域の畜産業の持続的発展と体制強化を図るため、生産システムの効率化や分業体制の
構築に向けた畜産施設の再生整備を支援する。

事業主体 市町
実施主体 畜産クラスター協議会
補助対象 畜産施設の改修、付帯設備の導入
補助率 県1/3（上限　新規就農又は法人化に取り組む者500万円、その他300万円）
（農林水産業体質強化緊急対策基金を充当）

13



【愛顔枠対象事業】
４９ ＣＬＴ建築物建設促進事業費（農林水産部　林業政策課） ４，０３１万円

県産CLTの需要拡大を図るため、CLT建築物の建設等への支援を行うとともに、建築関係者や
県民への普及・ＰR等に取り組む。

CLT建築物支援事業
事業主体 民間事業者等
補助対象 CLT建築物の建設・設計に係る経費
補助率 建設　定額10万円/㎥（上限1,000万円）

設計　県1/2（上限200万円）
CLT建築物普及促進事業

内容 設計実務者等を対象とした研修会、体験型セミナーの開催　など
委託先 県CLT普及協議会

CLT普及促進情報整備事業
内容 CLT建築物等の住環境評価検証、原木強度選別実証

（森林環境保全基金を充当）

（６）交通ネットワークの整備

【愛顔枠対象事業】
５０ ◎ 公共交通人材確保緊急対策事業費（企画振興部　交通対策課） ４４８万円

人材不足に陥っている交通機関の運転手を確保するため、運輸業界と連携して学生等の
若年求職者に対してその魅力を発信するとともに、事業者の人材獲得能力の向上を図る。

運輸業現地説明会の開催（東・中・南予　各1回）
対象事業 バス、トラック、旅客船
参加者 学生、若年求職者
募集人数 各30人

移住フェアでのマッチング支援（東京・大阪　各1回）
内容 移住フェアへの出展による運輸事業者とのマッチングを支援

人材獲得・採用に係る実践研修会の開催（年3回）
対象者 運輸事業者の経営者や採用担当者（100社程度）

【愛顔枠対象事業】
５１ 四国新幹線導入促進事業費（企画振興部　交通対策課） ５７３万円

四国への新幹線導入に向けた機運醸成を図るため、キャンペーン等を実施するとともに、
四国4県が連携して国に対し、早期実現のための要望活動を実施する。

広報啓発活動及び機運醸成キャンペーン
実施主体 県新幹線導入促進期成同盟会
事業内容

テレビ番組による広報活動
時期 31年10月
内容 県独自のPR番組を制作し、放映

市内電車での広報活動
時期 31年6～8月
内容 新幹線PR動画を市内電車ビジョン広告で放映

集客施設での機運醸成キャンペーン
時期　 31年8月
内容 四国新幹線に関する作品募集、パネル展　など

市町、県関係機関での啓発活動
四国新幹線導入促進組織の運営・参画

県新幹線導入促進期成同盟会
構成 県、県議会、市町　など

四国新幹線整備促進期成会
構成 四国4県、県議会、四国経済連合会　など

在来線の整備促進組織への参画
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５２ 地域高規格道路大洲・八幡浜自動車道整備事業費（土木部　道路建設課）
２５億６，８４２万円

〔債務負担行為限度額　９億３，０００万円〕

施工箇所 国道197号大洲・八幡浜自動車道
八幡浜道路 (八幡浜市郷～大平）
夜昼道路 (大洲市平野～八幡浜市郷）
大洲西道路 (大洲市北只～大洲市平野）

事業内容 八幡浜道路 ： 松柏トンネル、橋りょう工　など
夜昼道路 ： 橋りょう工、用地補償　など
大洲西道路 ： 道路詳細設計、地質調査　など

負担区分 国5.5/10　県4.5/10

５３ 上島架橋整備事業費（土木部　道路建設課） ４０億２，０６１万円
〔債務負担行為限度額　３億８，４００万円〕

対象路線 岩城弓削線（岩城～生名～弓削）
対象区間 岩城橋工区 岩城～生名（2.0㎞）
事業内容 橋りょう本体工、取付道路工　など
負担区分 国2/3　県1/3

２　お年寄りや障がい者に愛顔を

（１）医療体制の充実

５４ ○ 県立新居浜病院整備事業費（企業会計）（公営企業管理局　県立病院課）
１６億５，３６５万円

デザインビルド手法により県立新居浜病院を建替える。
建替えの概要

病床数 240床
診療科数 22診療科
対象建物 本館（建替え） 救命救急センター棟（改修して管理棟へ）

別館（建替え） 院長公舎、仮眠室棟（解体）
事業期間 5年間（29～33年度）

31年度事業 新診療棟の実施設計及び建設工事　など

５５ ◎ 県立中央病院手術室増設事業費（企業会計）（公営企業管理局　県立病院課）
２億６，７６８万円

手術室を増設し、手術待ち患者の解消や手術件数増による収益増を図る。
事業内容 診療棟予備室（4F）の手術室への改修工事

医療機器等の整備

【愛顔枠対象事業】
５６ ○ ビッグデータ活用県民健康づくり事業費（保健福祉部　健康増進課） １，３７６万円

国保・協会けんぽのビッグデータを活用し、地域特性に応じた疾病予防や健康づくりを推進する。
ビッグデータ活用県民健康づくり協議会の開催（年2回）

構成 20人（県、市町、専門家、保険者　など）
ビッグデータ活用研修会の開催（年1回）

対象者 県・市町職員　など　100人
特定健診・医療レセプトのビッグデータの分析（愛媛大学へ委託）
ビッグデータを活用した地域健康づくり事業の実施（県6保健所）

市町等への客観的データに基づく生活習慣病対策の包括的支援
ICTを活用した保健指導のモデル事業の実施

将来発症リスクの提示と生活習慣の改善提案
スマホアプリの活用による健診後のフォローアップ
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（２）支え合う福祉社会づくり

【愛顔枠対象事業】
５７ ◎ 介護分野ＡＩ・ＩＣＴ導入促進事業費（保健福祉部　長寿介護課） １，１７２万円

介護分野にAI・ICTの技術を導入することで、業務の効率化等のほか、イメージアップを図り、
労働環境の改善等による介護人材の確保を図る。

自立支援のためのAIケアプラン導入支援事業
AIケアプラン導入検討会の開催（3回）

参加者 県、市町、県介護支援専門員協会、事業者
モデル市町におけるセミナー等の開催

内容 自立支援啓発セミナーの開催（住民・専門職　各1回）
操作体験会の開催（専門職　2回）

ICT機器活用による介護職場環境改善支援事業
ICT普及促進セミナーの開催（東・中・南予　各1回）

対象 介護保険施設　など　各100人
委託先 （公財）介護労働安定センター

ICTを活用した職場環境改善支援事業
対象 介護保険施設　など　50事業所
内容 ITコーディネーターを派遣し、機器導入に向けた相談支援を実施
委託先 （公財）介護労働安定センター

ICT機器導入促進事業
対象 10事業所
対象経費 ICT機器購入経費、リース料
補助率 1/2（上限30万円）

（地域医療介護総合確保基金を充当）

【愛顔枠対象事業】
５８ 発達障がい児（者）支援体制整備推進事業費（保健福祉部　障がい福祉課） １，５９４万円

発達障がい児（者）への支援ニーズの高まりを踏まえ、地域における支援体制の充実を図る。
県発達障がい者支援協議会の開催（年2回）

構成 14人（学識経験者、医療・保健・福祉・労働・教育関係者、当事者団体）
発達障がい者地域支援マネジャーの設置

設置場所 東・中・南予　各1か所
発達障がい支援ネットワーク会議の開催（東・中・南予　各3回）

内容 地域課題の共有、情報交換、相談体制の検討　など
かかりつけ医等発達障がい対応力向上研修の実施（年2回）
発達障がい者家族の支援体制整備

内容 ペアレント・メンター養成講座、ペアレントトレーニングの実施　など
委託先 愛媛大学

ライフスキルトレーニング指導者養成研修の実施
内容 対人関係等で適切な行動を習得するトレーニングの指導者養成
委託先 愛媛大学

負担区分 国1/2　県1/2

【愛顔枠対象事業】
５９ ◎ みなら特別支援学校校舎整備事業費（教育委員会　特別支援教育課） ３億１，５５８万円

児童生徒数の増加に伴い深刻化しているみなら特別支援学校の教室不足に対応するため、
新たに校舎を整備し、特別支援教育の充実を図る。

規模・構造 軽量鉄骨ブレース造2F　延床面積1,046.52㎡（14教室）
開設予定 32年4月
負担区分 国5.5/10　県4.5/10
（県立学校教育環境整備基金を充当）
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【愛顔枠対象事業】
６０ ◎ 障がい者芸術文化活動推進事業費（保健福祉部　障がい福祉課） ９２５万円

障がい者の芸術文化活動を総合的に支援する拠点を設置し、相談支援や人材育成等を行う
とともに、活動発表の場として「障がい者芸術文化祭」を開催する。

障がい者アートサポートセンターの設置
障害福祉サービス事業所等に対する支援方法等の相談支援（相談員配置）
芸術文化活動の支援方法等に関する研修会の開催（4回）
芸術文化活動の情報収集・発信　など

障がい者芸術文化祭の開催
ステージ発表及びふれあい交流イベントの開催

時期 31年10月（2日間）
場所 松山市内の商店街　など
内容 歌唱、アート作品の展示・販売、ライブアートペインティング　など

愛顔ひろがる障がい者アート展の開催
時期 31年12月
場所 県美術館
内容 4部門（絵画・デザイン、書道、陶芸、その他立体作品）の作品展示

委託先 （福）県社会福祉事業団
負担区分 国1/2　県1/2

【愛顔枠対象事業】
６１ ◎ えひめチャレンジオフィス（仮称）設置事業費（総務部　人事課） ２，９３５万円

障がい者の民間企業等への就労を支援するため、県の非常勤職員（チャレンジ職員）として
雇用し、就労経験を積む機会を提供する「えひめチャレンジオフィス（仮称）」を設置する。

設置場所 本庁（31年6月）
各地方局・支局（本庁の実施状況を踏まえ設置）

チャレンジ職員
定員 18人（本庁5人、地方局各3人、支局各2人）で開始し、今後拡大
身分 特別職非常勤職員（勤務時間：原則1日6時間・週5日）
内容 庁内の各所属から依頼を受け、事務補助や軽作業などの業務を実施

支援体制
内容 オフィスマネージャー（本庁2人、地方局・支局各1人）によるチャレンジ職員に

対する職場適応のサポート
支援機関による就労計画作成とモニタリングの実施（委託）

３　子どもたちや女性に愛顔を

（１）結婚・出産・子育て支援の充実

【愛顔枠対象事業】
６２ えひめ結婚支援センター運営事業費（保健福祉部　子育て支援課） ２，５６４万円

少子化の主たる要因である未婚化・晩婚化に対応するため、えひめ結婚支援センターにおいて、
未婚男女を対象とする結婚支援イベント等を実施する。

内容 えひめ結婚支援センターの運営
愛結びの推進

内容 市町と連携した身近な利用窓口設置、マッチングシステムの運用　など
若手社会人向けサテライト会場の運営

内容 交流イベントの企画、ボランティア推進員の資質向上
近隣店舗と連携したお見合い会場としての活用　など

場所 松山市駅前地下街
出会いイベントの開催

内容 SNSを活用したマッチング率が高いイベントの開催促進　など
継続的な異業種交流の支援

内容 異業種交流ネットワークの拡大、大規模異業種交流会の開催支援　など
委託先 （一社）県法人会連合会
負担区分 国1/2　県1/2
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【愛顔枠対象事業】
６３ ◎ 子どもの愛顔応援推進事業費（保健福祉部　子育て支援課） ２，５２３万円

子育て世帯のニーズに応じたサポートや貧困等の問題を抱える子どもを支える事業を
官民共同で実施するため、官民共同ファンドの創設に向けた検討を行う。

子育て応援県民会議（仮称）の設置（年3回）
構成 県、市町、商工団体、金融機関、社会福祉団体　など
内容 ファンドの設置方針や寄附の募集方針、使途等の検討

子どもサポートコーディネーターの設置（2人）
内容 支援活動を行う団体等のネットワーク形成　など

子どもの生活実態調査の実施
時期 31年9月
対象 3歳児の保護者

小学2年生・小学5年生・中学2年生・高校2年生及びその保護者
調査方法 Web調査により実施

県内NPO等の子どもの貧困に関する支援活動状況調査の実施
負担区分 国1/2　県1/2

【愛顔枠対象事業】
６４ 愛顔の子育て応援事業費（保健福祉部　子育て支援課） １億４，９２３万円

県、市町及び県内紙おむつ生産企業が連携して、子育て世帯への経済的支援を行い、
子育てを応援し、本県の出生率の向上を図る。

愛顔っ子応援券の交付
実施主体 市町（四国中央市は市単独事業にて実施）
事業内容 第2子以降の出生世帯に県内企業3社の

紙おむつ製品購入券（50,000円分）を交付
負担区分 県1/2　（市町1/2）

【愛顔枠対象事業】
６５ ◎ 休日子どもサポート事業費（保健福祉部　子育て支援課） ４９１万円

長期休暇中に、市町や地元企業、大学等と連携して子どもの居場所づくりを行い、
様々な体験・交流活動を提供する。

休日子どもクラブ推進事業
対象 小学生（31年度は八幡浜市において実施）
内容 民間事業者が長期休暇中や農繁期に特化した子どもの居場所づくりを実施
補助対象 運営に係る人件費　など
負担区分 県1/2　（市町1/2）

休日子どもカレッジ推進事業
対象 小学生（31年度は松山市において実施）
内容 大学等が空きスペースを活用して長期休暇中に体験・交流活動を実施
補助対象 運営に係る人件費　など
負担区分 県1/2　（市町1/2）

検討委員会の開催（年2回）
官民が連携した新しい子育て支援のスタイルについての検証

（２）教育の充実と文化の振興

【愛顔枠対象事業】
６６ ◎ 県立高等学校・中等教育学校空調設備整備事業費（教育委員会　高校教育課）

２億２，４６９万円

県立高等学校及び中等教育学校の全普通教室に空調設備を整備し、安心して教育活動が
行えるよう教育環境の改善を図る。

整備方針 31年度中に全普通教室への空調公費設置及び公費運営（電気代等）
未設置校

空調サービスによる整備（県契約）　17校
PTAによる既設置校

空調サービスの継続利用（契約者を県に変更）　37校
既設機器の継続利用（県所有に変更）　2校

（県立学校教育環境整備基金を充当）
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【愛顔枠対象事業】
６７ ◎ 県立学校ＩＣＴ活用教育環境整備費（教育委員会　高校教育課） ２億４，９７１万円

アクティブ・ラーニング型学習を推進し、生徒の情報活用能力を育成するため、全県立学校に
Wi‐Fi環境と電子黒板を整備する。

学習系Wi‐Fiシステムの整備
整備方針 31年度中に全ホームルーム教室と各校6特別教室に整備
整備内容 システム調達、アクセスポイントの設置、ネットワーク機器購入　など

電子黒板機能付きプロジェクター及びホワイトボードの購入
整備方針 35年度までに計画的にWi-Fiシステム整備教室に整備
整備内容 15校　280台（31年度）

（県立学校教育環境整備基金を充当）

【愛顔枠対象事業】
６８ いじめＳＴＯＰ愛顔の子どもサポート事業費（教育委員会　人権教育課） ７８４万円

児童生徒及び大学生、PTA、地域住民等が一体となり、いじめ防止に向けた学校づくりを
推進するとともに、県全体への普及啓発及びサポート体制の構築を図る。

いじめSTOP！愛顔あふれる地域フォーラムの開催
時期 31年12月
場所 東・中・南予各1か所
参加者 県内の小中学生、高校生 各350人

大学生、保護者、地域住民　など 各175人
内容 県内のいじめ問題の現状、児童生徒とPTAや地域住民等との討議　など

えひめ愛顔の子ども新聞の発行
作成部数 18万部
配布先 県内小中学生、高校生、教育関係施設　など

全国いじめ問題子供サミットへの参加
時期 32年1月
場所 東京都
参加者 県代表4人（小学生2人、中学生2人）

６９ 私立学校運営費補助金（総務部　私学文書課） ３５億３，０９０万円

私立学校における経営の安定化と保護者負担の軽減を図るための運営費助成
（高等学校） （中学校）

1人当たりの補助額 336,311円 328,775円
生徒数（推計） 8,968人 1,566人

【愛顔枠対象事業】
７０ 〇 愛媛国際映画祭開催事業費（スポーツ・文化部　文化振興課） ４，０００万円

映像文化の振興、文化・芸術活動に対する県民の理解促進及び文化を通じた地域経済の
活性化を図るため、「愛媛国際映画祭」を開催する。

実施主体 愛媛国際映画祭実行委員会
(構成：県、関係市町、文化・経済団体、映画関連企業　など)

開催時期 31年11～12月（うち4日間）
事業内容

映画作品コンペ
世界中から未公開作品の出品を募集

愛顔感動ものがたり映像化コンテスト
招待映画作品の上映会・舞台挨拶、関連セレモニー

監督や出演俳優による舞台挨拶を交えた上映会、レッドカーペット等のセレモニー
海外映画祭受賞作品、愛媛ゆかりの映画作品の上映会
映画関連イベント

映画音楽コンサート、映画製作セミナー　など
負担区分 県2/3　（関係市町1/3）
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【愛顔枠対象事業】
７１ 愛顔感動ものがたり発信事業費（スポーツ・文化部　文化振興課） １，５１６万円

愛顔あふれる感動作品を募集して受賞作を全国に発信することにより、本県が提唱する愛顔を
広め、本県のPRとイメージアップを図る。

愛顔あふれる感動作品の募集・表彰
エピソード部門

応募区分 高校生以下、一般
表彰区分 知事賞各1件、特別賞各1件、優秀賞各3件、入選各5件

佳作10件（一般のみ）
写真部門

応募区分 高校生以下、一般
表彰区分 知事賞各1件、特別賞各1件、優秀賞3件（一般のみ）

入選5件（一般のみ）
受賞作品巡回展

期間 31年5～7月
場所 大型ショッピングセンター、公共施設　など

（３）スポーツ立県の推進

【愛顔枠対象事業】
７２ 〇 東京オリンピック事前合宿等支援事業費（スポーツ・文化部　地域スポーツ課）

２，５０３万円

東京オリンピックに向けた事前合宿等を誘致し、スポーツを通じた国際交流の促進と
経済交流拡大による地域活性化を図る。

事前合宿等支援事業（各実行委員会により実施）
マレーシア（バドミントン）

事業内容
合宿受入れ（31年6月又は12月にシニア、ジュニアチーム各1回）
歓送迎セレモニー、親善試合、バドミントン教室　
ジャパンオープン応援事業　など

負担区分 県2/3　（松山市・砥部町1/3）
オーストリア（スポーツクライミング）

事業内容
合宿受入れ（31年5月、8月）
歓送迎セレモニー、市民交流イベント、学校訪問　など

負担区分 県1/3　（西条市2/3）
サウジアラビア（ウエイトリフティング）

事業内容
合宿受入れ（31年10月）
歓送迎セレモニー、学校訪問、講演会
新練習場完成記念セレモニー　など

負担区分 県1/3　（新居浜市2/3）
台湾代表野球チーム合宿支援事業

実施主体 松山国際スポーツ交流実行委員会（松山市）
事業内容 台湾代表野球チームの合宿誘致・受入れに対する支援
補助率 県1/3以内（上限300万円）

【愛顔枠対象事業】
７３ ○ 東京オリンピック聖火リレー推進事業費（スポーツ・文化部　地域スポーツ課） ６１１万円

東京オリンピック・パラリンピックに先駆けて全国を巡回するオリンピック聖火リレーの準備を
行うとともに、機運醸成を図る。

東京2020オリンピック聖火リレー
本県日程 32年4月22日（水）、23日（木）

聖火リレーの開催準備
実施主体 聖火リレー愛媛県実行委員会
内容 ルート選定、ランナー選考等、広報・PR

市町が実施するセレブレーションイベント準備に対する支援　など
東京オリンピック等機運醸成（31年11月）

内容 オリンピアン等を招いたスポーツシンポジウムの開催（愛媛大学と共催）
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【愛顔枠対象事業】
７４ えひめ愛顔のジュニアアスリート発掘事業費（スポーツ・文化部　競技スポーツ課）

２，５７７万円

将来国際大会で活躍できる日本代表選手を輩出するため、子どもたちのスポーツの潜在的
才能を見い出し、トップアスリートとして育成・強化する。

えひめ愛顔のジュニアアスリート発掘事業専門委員会の開催
選考委員会（年3回）
育成プログラム委員会（年3回）
専門プログラム委員会（年4回）

愛顔のジュニアアスリートの選考・認定
ファーストトライアル

対象者 小学4年生～中学2年生の希望者
選考方法 書類選考
選考人数 200人（小学4年生120人、他学年各20人）

セカンドトライアル
選考方法 独自テストによる選考会
選考人数 50人（小学4年生20～30人、他学年5人程度）

本人・保護者の意向確認、健康チェック　など
愛顔のジュニアアスリートの育成

育成プログラム
コオーディネーショントレーニングを中心とした各種育成プログラム（月2～3回）
事業協力講師等の派遣

パスウェイプログラム
競技団体指導者による適性評価、中学・高校進学後の適性競技に関する助言・指導
ハイパフォーマンス能力測定会によるデータ収集・分析（年2回）

高評価者サポートプログラム
高評価者への実践指導、JSC等主催のトライアウトへの派遣　など

修了者に対するフォローアップ（ゼロ予算）
（スポーツ推進基金を充当）

【愛顔枠対象事業】
７５ 競技力向上対策本部事業費（スポーツ・文化部　競技スポーツ課） ３億９，２５９万円

「スポーツ立県えひめ」の実現に向け、「愛媛県競技力向上対策本部」での効果的な競技力の
向上対策を推進する。

競技力向上対策本部
構成 19人
内容 競技団体の活動状況把握や助言等の支援活動及び補助金の配分・執行　など

競技力向上対策事業
競技力強化対策事業、競技専属アドバイザーコーチ事業

トップグレード強化拠点校事業
集中強化型拠点校　高校17部
選抜強化型拠点校　高校35部

トップアスリート活用事業
優れた競技力や指導力を有するスポーツ専門員の配置による競技力の底上・強化

配置数 25人（うちスポーツ国際交流員1人）
配置先 本部事務局、集中強化型拠点校

ネクストエイジ育成強化事業
対象者 小学5年生～中学3年生
内容 セレクト12事業 未普及競技を対象に発掘・育成・強化

ジャンプアップ26事業 環境が整備されている競技を対象に育成・強化
社会人・ジュニアクラブチームの競技活動支援
指導歴に応じた指導者レベルアップ研修会の開催
交付先 県競技力向上対策本部
（スポーツ推進基金を充当）
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【愛顔枠対象事業】
７６ ◎ 愛顔パラスポ・ファミスポフェスタ開催事業費（スポーツ・文化部　地域スポーツ課）

８２６万円

障がい者スポーツイベントの開催や障がいの有無にかかわらず楽しめるeスポーツ大会の
開催支援を通じて、生涯にわたりスポーツを楽しめる環境を整備する。

えひめパラスポーツ推進検討会（仮称）の開催（年3回）
構成 県、競技団体、福祉団体、特別支援学校　など
協議事項 スポーツイベント等の周知、eスポーツの推進　など

愛顔パラスポ・ファミスポフェスタ開催事業
時期 31年10月
場所 県総合運動公園
内容 パラスポーツ部門（障がい者スポーツ）

eスポーツ推進イベント、トップアスリート講演会　など
県スポーツ振興事業団主催のファミリースポーツ部門（生涯スポーツ）

ゲストアスリートによる運動教室、子育て応援スポーツ　など
eスポーツ大会開催支援事業

時期 31年6月
実施主体 県サッカー協会
補助対象 eスポーツ選手権2019予選会の開催に当たり、会場設営等障がい者への

配慮のために必要となる経費
補助率 県1/2（上限100万円）

（「三浦保」愛基金を充当）

【愛顔枠対象事業】
７７ ◎ 日本スポーツマスターズ２０２０開催準備費（スポーツ・文化部　地域スポーツ課）

５１６万円

日本スポーツマスターズ2020の開催準備を行うとともに、機運醸成に取り組む。
実施主体 日本スポーツマスターズ2020愛媛大会実行委員会（仮称）

(構成：県、県スポーツ協会、競技団体、開催市町　など)
事業内容

広報活動
内容 実行委員会HP開設、広報グッズの作成・配布　など

キックオフイベントの開催
時期 31年10～11月（愛媛FCホームゲーム開催日）
場所 県総合運動公園
内容 オープニングセレモニー、大会アンバサダー等による親子スポーツ教室

先催県調査

【愛顔枠対象事業】
７８ ◎ ねんりんピック開催準備事業費（保健福祉部　長寿介護課） ３７５万円

2022年に本県で初開催される全国健康福祉祭（ねんりんピック）の成功に向け、
計画的に準備を進める。

基本構想策定委員会（仮称）の開催（年4回）
構成 25人（市町、高齢者福祉やスポーツ・文化関係団体　など）
内容 基本方針や会期、テーマ、開催種目等の基本構想の取りまとめ

大会テーマの全国公募
市町・競技団体等との調整
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（４）持続可能な地域づくり

【愛顔枠対象事業】
７９ ◎ 雇用・移住マッチング促進事業費（企画振興部　総合政策課） ４，７０８万円

求人・移住総合情報サイト「あのこの愛媛」を活用し、県内の潜在労働力及び県外の移住希望者
と県内事業者とのマッチングを促進し、労働力不足の解消と県内人口の増加を図る。

求人・移住総合情報サイト「あのこの愛媛」の運営
内容 Webサイト、採用管理システムの維持管理

ビッグデータの検証・分析　など
委託先 民間事業者

県内事業者に対するマッチング支援
場所 県内7か所
対象 「あのこの愛媛」掲載希望企業等
内容 「あのこの愛媛」の活用を呼びかけるセミナーの開催

県内移住者に対する移住支援金の給付
対象者 東京23区に在住又は通勤している人で、「あのこの愛媛」でのマッチング

により本県に移住して就業した者　など
対象地域 宇和島市、大洲市、西予市
対象数 5世帯
給付額 上限100万円/世帯
負担区分 国1/2　県1/4　（市町1/4）

【愛顔枠対象事業】
８０ ◎ 移住者発掘強化事業費（企画振興部　地域政策課） ２，６６９万円

デジタルマーケティングを活用して、移住潜在層に対する効果的な情報発信を行い、
本県への新たな移住希望者を開拓する。

フェイスブックでの広告配信
第1段階（31年5～7月）

移住希望者が重視するテーマを数種類設定し、広告配信
第2段階（31年8～10月）

第1段階の配信結果を踏まえ、反応実績の高いテーマ等に絞って広告配信
第3段階（31年11月～32年3月）

第2段階の配信結果を踏まえ、更なる絞り込みによる効果的な広告配信
移住フェア等への誘導

広告配信により、移住フェアや移住相談窓口等への精度の高い誘導
委託先 民間事業者

【愛顔枠対象事業】
８１ えひめの移住力総合強化事業費（企画振興部　地域政策課） ４，２８２万円

活力ある地域社会を維持するため、移住者受入態勢や情報発信力等を強化し、移住者の
更なる呼び込みと定着促進を図る。

移住コンシェルジュの設置（1人）
設置場所 ふるさと回帰支援センター（東京都）
内容 大学等でのU・Iターンの掘り起こし

就職・就農支援策の紹介　など
愛あるえひめ暮らしフェアの開催

場所 東京都（年4回）、大阪府（年3回）　
内容 地域の紹介や移住相談、先輩移住者による事例発表

「あのこの愛媛」移住フェアの開催
場所 東京都（年1回）
内容 「あのこの愛媛」掲載企業による仕事紹介　など

民間企業による移住希望者等への料金割引などサービス提供制度の運営
女性移住希望者をターゲットにした「愛顔のひめターン」プロモーションの実施
地域版移住コンシェルジュの設置（1人）

設置場所 （公財）えひめ地域政策研究センター
内容 地域移住相談員の活動支援、移住促進施策の企画

地域移住相談員（無報酬）の設置
実施主体 えひめ移住交流促進協議会
内容 先輩移住者等に委嘱し、移住希望者の現地案内等を実施
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【愛顔枠対象事業】
８２ 移住者住宅改修支援事業費（企画振興部　地域政策課） ５，９０１万円

県外からの移住を促進するため、市町と連携して移住者の住宅改修を支援する。
移住者住宅改修支援事業

実施主体 市町
対象者 働き手世帯（構成員のうち少なくとも1人が50歳未満の世帯）

子育て世帯（構成員と同居する中学生以下の子がいる世帯）
対象経費 移住者が居住を目的に購入、賃貸した一戸建て住宅の改修及び

家財道具の搬出等に要する経費
補助要件 5年以上定住する意思のある県外からの移住者

（28年度以降に移住した者）
補助率 市町が移住者に交付する補助金額の1/2
補助限度額 住宅の改修（働き手世帯100万円、子育て世帯200万円）

家財道具の搬出等（働き手世帯・子育て世帯10万円）

（５）参画と協働による地域社会づくり

【愛顔枠対象事業】
８３ 新ふるさとづくり総合支援事業費（企画振興部　地域政策課） １億９８２万円

地方局が独自に地域政策を企画・推進するとともに、市町等が独自に取り組む特色のある地域
づくりに対して助成することで、地域の一体的かつ自立的な発展を支援する。

地域戦略推進事業
地域政策懇談会及び地域戦略推進会議の開催
「地域別計画」及び地域振興施策の推進

新ふるさとづくり総合支援事業
地域づくり推進事業(ソフト・ハード事業)

実施主体 市町、地域づくり団体　など
事業内容 市町の一体的発展に向けて取り組む事業（県と市町が連携して推進

する事業など）に要する経費の助成
補助率 県1/2以内(限度額　市町300万円、地域づくり団体等100万円)

地域づくり実践セミナーの開催

【愛顔枠対象事業】
８４ えひめ女性活躍加速化事業費（県民環境部　男女参画・県民協働課） １，０９５万円

女性を応援する先進的な県を目指して、ひめボスの具体化や組織の枠を超えた女性の
人材育成等に取り組み、意欲ある女性が活躍できる環境整備を推進する。

委託先 （一社）県法人会連合会
委託内容

ひめボス宣言事業所推進事業
内容 ひめボス推進アドバイザーによる新規拡大、フォローアップ

ブラッシュアップ事業
内容 ひめボスの具体化を目指す事業所へのコンサルタントによる支援
対象 宣言事業所（4事業所）

ひめボスメンター制度推進モデル事業
内容 メンター（リーダー等）を活用したメンティ（後輩）のキャリアアップ支援
対象 ひめボス宣言事業所からの推薦者（30組程度）

ひめボスグランプリ開催事業
時期 31年12月
内容 ひめボス宣言企業の先進・優良事例の発表・表彰

負担区分 国1/2　県1/2
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４　観光に愛顔を

（１）自転車新文化の拡大・深化

【愛顔枠対象事業】
８５ 自転車新文化推進事業費（企画振興部　自転車新文化推進課） ７，５８７万円

「サイクリングパラダイス愛媛」の実現に向け、総合的・戦略的な施策を展開し、交流人口の
拡大や地域の活性化を図る。

自転車新文化推進体制の構築
自転車新文化推進協会（官民連携組織）の運営
重点戦略エリア協議会（市町連携組織）の運営
自転車新文化連絡調整会議（庁内連携組織）の運営
総合アドバイザー、スーパーバイザーの設置

県の施策や事業に対する助言・指導
自転車新文化推進計画（30年度策定予定）のフォローアップ

受入環境整備
サイクルオアシスの整備、サイクリングガイドツアー　など

情報発信・誘客促進
交通機関と連携したサイクリングプロモーション、環境整備　など

自転車新文化の普及
愛媛サイクリングの日の実施、テレビやHP・SNSと連動させた広報
サイクリスト交流会の開催、女性向けサイクリング体験会の実施　など

愛媛マルゴト自転車道マップの増刷

【愛顔枠対象事業】
８６ 四国一周サイクリング推進事業費（企画振興部　自転車新文化推進課） ４，２０７万円

「サイクリングアイランド四国」を実現するため、四国一周サイクリングルートの情報発信を
強化し、認知度向上と定着を図る。

四国一周チャレンジ1000ｋｍ
愛媛県（松山市発）→香川県→徳島県→高知県→愛媛県（松山市着）
四国一周完走後、サイクリストの聖地（多々羅しまなみ公園）を訪れ、チャレンジ完結

愛媛を発着点とする四国一周サイクリングの定着
四国一周チャレンジ1000ｋｍプロジェクト

四国一周に挑戦するサイクリストをWeb上で登録し、完走証を発行
四国一周プロモーション活動

Web広告等による情報発信の強化
プロモーション企画の実施

若者応援プロジェクト
四国一周サイクリングの挑戦チームを募集し、情報を発信

著名人と行く四国一周見所ツアー
著名人ならではの旅のプランニングからレポート情報を発信

四国一周ファンミーティング
完走者などを対象にしまなみ海道で開催

おもてなしサポーター制度の運営
四国一周サイクリング挑戦者へ各種サービスを提供する企業等を認定

四国一周サイクリングキャラバンの実施
キャラバン隊による近隣県でのPR　など

四国4県の連携強化
サイクリスト受入環境の整備や共同プロモーションの実施
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【愛顔枠対象事業】
８７ ◎ Ｅ－ＢＩＫＥえひめ普及事業費（企画振興部　自転車新文化推進課） ５７１万円

シニア層や女性層の獲得によるサイクリストの裾野拡大を図るため、自転車メーカー等と連携し、
E-BIKE（スポーツ型電動アシスト付自転車）の普及促進及び環境整備を行う。

モデル的社会実験・プロモーション事業
E-BIKE社会実験事業

対象地域 しまなみ、佐田岬エリア
内容 賛同企業のE-BIKEレンタサイクルを配備し、ターミナルに充電器を設置

利用者にアンケート調査を実施し、利用促進・普及の検討　など　
連携先 関係市町、自転車メーカー　など

E-BIKEプロモーション事業
内容 旅行やアウトドア雑誌等を対象としたメディアツアーの実施

E-BIKEえひめ普及会議（仮称）の設立
時期 31年5月
構成 県、関係市町、自転車メーカー　など
内容 安全利用や環境整備、普及促進策の検討

【愛顔枠対象事業】
８８ ◎ 地域の魅力発信高校生サイクリング推進事業費（教育委員会　高校教育課）１，６４０万円

自転車の安全利用やサイクリングを通して高校生の健全育成を図るとともに、地域の自然環境や
文化を学習することで、地域の魅力を発信できる人材を育成する。

サイクリング推進リーダー校の指定（東・中・南予　各2校）
クロスバイクの整備、サイクリング魅力体感研修（各校1回）　など

リーダー校の取組み
自転車店との連携による自転車技術指導講習の実施（各校6回）
「愛媛マルゴト自転車道」の清掃、サイクリストへのおもてなし
県内サイクリングイベントへの参加（各校1回）
サイクリングコース巡りによる自転車の魅力PR、地域の魅力発信マップの作成・配布　など

（「三浦保」愛基金を充当）

（２）観光振興と愛媛の魅力発信

【愛顔枠対象事業】
８９ ○ 東予東部圏域振興イベント実施事業費（経済労働部　観光物産課） １億４，７６０万円

東予東部の魅力を発信し、交流人口の拡大による観光振興や移住・定住促進による産業人材の
確保につなげるため、東予東部3市等と連携し、えひめさんさん物語を開催する。

事業主体 東予東部圏域振興イベント実行委員会
時期 31年4月20日（土）～11月24日（日）
場所 新居浜市、西条市、四国中央市
事業内容

コアプログラム
地域の資産を活用した6話編成のプログラム

チャレンジプログラム
住民グループ等が企画・実施するプログラム

広報宣伝、誘客活動　など
負担区分 県1/2　（地元市　1/2）
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【愛顔枠対象事業】
９０ ○ デジタルマーケティング戦略推進事業費（企画振興部　総合政策課） １，３２６万円

各種施策へのデジタルマーケティングの導入を促進するため、全庁的な知識等の
向上を図るとともに、取得データの効果的活用に向けたデジタル基盤を構築する。

アドバイザーの設置
業務 関係施策への総合的支援

デジタル相談窓口（仮称）への支援、相談対応　など
人材育成等による導入促進

内容 推進会議（年2回）、推進チーム会議（年6回）の開催
全庁勉強会（年1回）、推進チームワークショップ（年2回）の開催

県版データマネジメントプラットフォーム（DMP）の構築
内容 各種デジタル施策により収集したデータの統合的な蓄積・管理、分析　など

【愛顔枠対象事業】
９１ デジタルマーケティングインバウンド誘客促進事業費（企画振興部　総合政策課）

９，９１３万円

インバウンド誘客を促進するため、初年度事業の検証や改善策を反映した効果的な
情報発信により、更なる認知拡大や関心層への来訪意欲の向上等を図る。

アジア・欧米豪に最適化した動画制作（各1本）
広告配信及び公式観光サイトへの誘導

内容 動画視聴（750万再生回以上）、「Visit Ehime Japan」への誘導（20万PV以上）
配信国 韓国、台湾、シンガポール、オーストラリア、フランス

分析検証
動画視聴者の属性等のデータ取得、分析検証、施策の改善

【愛顔枠対象事業】
９２ ◎ デジタルマーケティング観光振興事業費（経済労働部　国際交流課） ２，３６２万円

本県観光の認知度向上と個人旅行客の誘致を図るため、デジタルマーケティングを活用した
効果的な情報発信や分析検証により、国内外における本県への誘客拡大等を促進する。

多言語HPの機能強化
内容 宿泊施設予約の機能強化

本県の宿泊施設登録数が多い予約サイト等との連携
誘客効果検証システムの導入

HP流入者の他サイトでの宿泊予約動向の分析・把握　など
実施主体 県国際観光テーマ地区推進協議会

国内誘客に向けた情報発信強化
内容 国内観光デジタル誘客プロモーション

大手検索サイトでの広告配信による「いよ観ネット」への流入促進　など
Web誘客プロモーション

大手オンライン旅行会社と連携した特集ページの掲載　など
デジタルプロモーション分析検証による戦略的情報発信

アクセスデータの分析検証、分析に基づく広告配信調整　など
実施主体　 四国観光立県推進愛媛協議会

【愛顔枠対象事業】
９３ ◎ デジタルマーケティングサイクリスト誘致促進事業費（企画振興部　総合政策課）

７，８９１万円

サイクリングを世界的な地域資源に成長させるため、デジタルマーケティングを活用した
効果的な情報発信や分析検証により、更なるサイクリスト誘致を促進する。

「サイクリング＝愛媛」を国内外にアピールするための動画制作（1本）
既存Webサイトの傘となるポータルサイトの構築
広告配信及び自転車関連ポータルサイトへの誘導

内容 動画視聴（200万再生回以上）、ポータルサイトへの誘導（20万PV以上）
配信先 国内外のサイクリング愛好者

分析検証
動画視聴者の属性等のデータ取得、分析検証、施策の改善
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【愛顔枠対象事業】
９４ 戦略的情報発信プロジェクト推進事業費（企画振興部　総合政策課） ９，７８３万円

本県を強く印象付ける統一コンセプトを設定し、効果的なプロモーション活動を展開することで、
各分野の情報発信の訴求効果を高め、更なる実需の創出と地域の活性化を図る。

戦略的ブランディングプロデューサーの設置
業務 統一コンセプトによるプロモーションの総括

本県の情報発信のコーディネート
統一コンセプトの発表

時期 31年4月（予定）
場所 東京都内

全国プロモーション
有名コンテンツとのコラボレーション

アニメ、ゲーム、マンガ等とコラボした限定企画（2件）
スマホアプリを活用したプロモーション（2件）
県民参加型の動画プロモーション（動画制作15本）

県内プロモーション
PRグッズ製作、多様な広告媒体を活用した発信

情報発信の効果分析・改善

【愛顔枠対象事業】
９５ ◎ えひめこどもの城施設整備費（保健福祉部　子育て支援課） ３，８２０万円

とべ動物園との連携強化を含めたえひめこどもの城魅力向上戦略に基づき、エリア全体の魅力
と集客力を向上させるため、大型遊具等の計画的な整備に取り組む。

屋外大型遊具整備の設計
内容 ジップラインやアスレチック等の整備に必要な基本設計　など
期間 31～33年度

園内エリアサインの設置及び木質遊びエリア整備
内容 木製エリアサイン及び屋根付きベンチ、レストラン内の木製遊具設置

（森林環境保全基金を充当）

【愛顔枠対象事業】
９６ ◎ とべ動物園施設整備費（土木部　都市整備課） １億３，８７１万円

とべ動物園の魅力を更に高めるための獣舎整備を行う。
アシカ舎の改修（31年12月オープン）

内容 アクリルを利用した行動展示、西海岸をイメージさせる砂浜の整備
飼育環境を改善し繁殖を推進

（とべ動物園魅力向上基金を充当）

（３）国際観光・交流の推進

【愛顔枠対象事業】
９７ ○ 台湾観光交流促進事業費（経済労働部　国際交流課） １億１，４５５万円

松山空港国際線（台北便）の定期航空路線開設に合わせて、インバウンド・アウトバウンド両面
から利用促進対策を実施する。

インバウンド
旅行商品造成への助成、利用者専用無料送迎バスの運行、観光施設無料券の配布
台湾旅行会社との商談会、情報発信等の実施
台湾旅行者向けテレビ番組の放映、交通広告

アウトバウンド
就航記念旅行商品造成への助成、若年層対象の旅行商品割引（パスポート取得の促進）
県外利用者の高速バス料金助成、松山空港駐車場料金助成
テレビCM、電車ラッピング広告、県外広告

就航記念行事
式典・祝賀会（松山市）、レセプション（台北市）

実施主体 松山空港利用促進協議会
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【愛顔枠対象事業】
９８ 韓国観光交流促進事業費（経済労働部　国際交流課） ８，５４５万円

松山空港国際線（ソウル便）の安定的な運航に向け、インバウンド・アウトバウンド両面から
利用促進対策を実施する。

インバウンド
実施主体 愛媛・韓国経済観光交流推進協議会
内容 旅行商品造成への助成、利用者専用無料送迎バスの運行

観光施設無料券の配布
韓国旅行番組、韓国有名ブロガーの招へい

アウトバウンド
実施主体　 松山空港利用促進協議会
内容 若年層対象の旅行商品の割引（パスポート取得の促進）

若年層対象の航空券購入助成、旅行商品造成への助成
県外利用者の高速バス料金助成、松山空港駐車場料金助成
若者・女性・県外に特化したプロモーション活動

【愛顔枠対象事業】
９９ 中国観光交流促進事業費（経済労働部　国際交流課） ２，４５７万円

松山空港国際線（上海便）の安定的な運航・路線維持に向け、インバウンド、アウトバウンド両面
から効果的な対策を実施する。

インバウンド
実施主体 県国際観光テーマ地区推進協議会
内容 観光施設無料券の配布、旅行商品低廉化助成

アウトバウンド
実施主体　 松山空港利用促進協議会
内容 若年層対象の旅行商品の割引（パスポート取得の促進）

【愛顔枠対象事業】
１００ ○ 外国クルーズ船誘致促進事業費（経済労働部　国際交流課） １，６６７万円

県内に寄港する外国クルーズ船の受入れに係る態勢整備等を支援するとともに、クルーズ船の
更なる誘致活動を展開し、外国人観光客の誘致促進を図る。

外国クルーズ船受入れに係る支援
松山市

補助対象 ダイヤモンドプリンセス寄港時のおもてなし事業（式典、歓迎イベント等）
船社等へのプロモーション

宇和島市
補助対象 周辺市町と連携したクルーズ船寄港時のおもてなし事業

船社等へのプロモーション
補助率 県1/2

クルーズ船誘致に向けたプロモーション活動
内容 国内で開催される外国船社との商談会への参加

外国船社のキーパーソン招へい視察ツアーの実施
実施主体 県国際観光テーマ地区推進協議会

【愛顔枠対象事業】
１０１ ◎ 外国人観光客周遊消費傾向等調査事業費（経済労働部　産業政策課） １，０００万円

スマホアプリ等を活用して、外国人観光客の県内周遊や消費傾向等のデータ収集・分析を行い、
新たなサービスの創出や更なる誘客促進及び観光消費額の増加を図る。

事業内容
県内周遊データ等の収集・分析
クレジットカード利用データを活用した県内消費データの収集・分析
県内周遊データとカードデータの分析

委託先 民間事業者
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【愛顔枠対象事業】
１０２ ○ Ｇ２０愛媛・松山労働雇用大臣会合開催支援事業費（経済労働部　産業政策課）

３，７６１万円

G20愛媛・松山労働雇用大臣会合の準備等に万全を期すとともに、本県の魅力を国内外
に発信し、国際会議の更なる誘致や観光振興等を図る。

G20愛媛・松山労働雇用大臣会合
日程 31年9月1日（日）、2日（月）
主会場 松山市内
参加者 各国・国際機関代表、日本関係者、報道関係者　など　約400人

実施主体 G20愛媛・松山労働雇用大臣会合推進協議会
(構成：県、松山市、県警、労働局、経済団体、大学　など)

事業内容
協議会の開催（2回）
歓迎レセプションの実施

日程 31年8月31日（土）
場所 松山市内

県産品PRの実施
サイドイベントの開催

時期 31年5～8月
内容 働き方改革シンポジウム、グルメサミット、未来の仕事展（仮称）

大使館職員視察ツアー及び海外プレスツアー（各1回）
視察先 松山城、道後温泉、しまなみ海道　など

HP運営、広報ツール作成　など

【愛顔枠対象事業】
１０３ ◎ 日中韓３か国地方政府交流会議開催事業費（経済労働部　国際交流課） １，２８０万円

本県で開催する日本、中国、韓国の地方政府間の国際交流会議において、観光物産PRや
本県ならではのおもてなしを行い、本県の魅力を国内外に発信する。

日中韓3か国地方政府交流会議
主催 （一財）自治体国際化協会、県
日程 31年10月下旬
会場 松山市内
参加者 日中韓の地方政府関係者　約500人
内容 日・中・韓の地方政府間の国際交流・協力を促進することを目的とした

首長レベルでの意見交換・交流（本県開催で21回目）
事業内容

開会レセプション
県産品PR

記念品（今治タオル、砥部焼、宇和島真珠等）の配布

５　地域の安全・安心に愛顔を

（１）防災・減災基盤の整備

【防災・減災強化枠対象事業】
１０４ 地震防災関連道路緊急整備事業費（土木部　道路建設課） １０億８，４００万円

地震等による大規模災害に備え、緊急輸送道路や避難・救援道路などの県管理道路の改築等
を行う。

上分三島線（四国中央市）　など　91か所
負担区分　 県93/100　市町7/100
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【防災・減災強化枠対象事業】
１０５ 道路防災・減災対策事業費（土木部　道路維持課） ８億９，２４０万円

地震等による大規模災害に備え、原発から半径30km圏域内及び津波浸水想定区域内の
県管理道路等を対象に、法面対策や路面補強等を行う。

原発避難道路
国道378号（西予市）　など　19か所

津波避難・救援道路
岩城環状線（上島町）　など　11か所

豪雨・地震等関連道路
新居浜別子山線（新居浜市）　など　57か所

【防災・減災強化枠対象事業】
１０６ 河川地震防災強化対策事業費（土木部　河川課） ４億７，２００万円

地震等による大規模災害に備え、浸水被害の発生が想定される災害危険箇所の護岸改修や
樋門改良等を行う。

砥部川（砥部町）　など　52か所

【防災・減災強化枠対象事業】
１０７ 河川堤防強化緊急対策事業費（土木部　河川課） ４億円

豪雨による大規模な水害に備え、河川堤防の危険箇所における堤防強化等の緊急対策を行う。
蒼社川（今治市）　など　7河川

【防災・減災強化枠対象事業】
１０８ 河川防災緊急対策事業費（土木部　河川課） １億１，４５０万円

河川の治水機能を向上させるため、土砂の堆積が著しい箇所の河床掘削等を行う。
立岩川（松山市）　など　17か所

【防災・減災強化枠対象事業】
１０９ 海岸施設防災・減災対策事業費（土木部　港湾海岸課） ２億９，７００万円

地震等による大規模災害に備え、津波による浸水被害を防止するため、護岸補強等を行う。
東予港海岸（西条市）　など　22か所

【防災・減災強化枠対象事業】
１１０ 港湾施設防災・減災対策事業費（土木部　港湾海岸課） ２億４，５００万円

地震等による大規模災害に備え、避難や緊急物資の輸送などに際し機能を強化させることが
必要な港湾施設の改良を行う。

長浜港（大洲市）　など　17か所
負担区分 県2/3　市町1/3

【防災・減災強化枠対象事業】
１１１ 集落・避難路保全斜面地震対策事業補助金（土木部　砂防課） ２億６，９８０万円

地震や集中豪雨等による災害に備え、市町が行うがけ崩れ防災対策事業に対し補助する。
則地区（宇和島市）　など　37か所
補助率 県3/5

【防災・減災強化枠対象事業】
１１２ 砂防施設防災・減災対策事業費（土木部　砂防課） ５億３，９８０万円

地震や集中豪雨等による災害に備え、緊急的に対策が必要な砂防施設の機能強化を行う。
中実川（愛南町）　など　82か所
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【防災・減災強化枠対象事業】
１１３ ○ 原発立地地域道路整備事業費（土木部　道路建設課・道路維持課） ９，３６８万円

円滑な避難・救援活動を可能とするため、伊方原子力発電所周辺地域（伊方町、八幡浜市、
大洲市、西予市）において、道路の改良や安全施設の整備等を行う。

道路改良
鳥井喜木津線（伊方町）　など　3か所

道路安全対策
長浜保内線（八幡浜市）　など　21か所

負担区分　 国10/10

【防災・減災強化枠対象事業】
１１４ ため池地震防災対策事業費（農林水産部　農地整備課） ３億２，１３０万円

地震等による大規模災害に備え、重要度の高いため池の耐震調査や耐震対策工事を行う。
鷹ノ子大池地区（松山市）　など　18か所
負担区分　 国10/10・55/100　他11/100　県34/100

（２）地域防災力・避難対策の充実

【防災・減災強化枠対象事業】
１１５ ○ 防災士養成促進事業費（県民環境部　防災危機管理課） １，５６８万円

地域防災力の一層の向上を図るため、自主防災組織や各組織・団体等の構成員を対象に、
防災士養成講座を開催する。

対象者 1,345人（うち女性25％）
自主防災組織等の推薦を経て、市町が推薦した者（853人）
県職員（60人）、県立学校教職員（132人）
企業・団体職員（250人）、福祉施設職員（50人）

開催場所 地方局（3か所×2回）、支局（2か所×1回）、本庁（1回）、にぎたつ会館（1回）
建築業会館（3回）、農協会館（1回）、県社会福祉会館（1回）

開催日数 各2日間
内容 12講座（防災士の役割、ハザードマップ、避難所の開設及び運営　など）

【防災・減災強化枠対象事業】
１１６ 消防団員確保対策推進事業費（県民環境部　消防防災安全課） ３６７万円

地域防災の中核を担う消防団の充実を図るため、市町と連携して消防団員確保対策に取り組む。
消防団員確保対策推進事業

県消防協会等による個別訪問（200事業所）
内容 事業所訪問による従業員の消防団への加入促進活動

県職員の同行訪問（10事業所×5地方局・支局）
未来の消防団加入促進事業

内容 高校訪問による消防団のPR（25校）
中学生を対象とした消防体験学習の実施（東・中・南予　各3校）

委託先 （公財）県消防協会
機能別消防団員確保対策事業（年3回）

内容 各市町への訪問による導入・促進
対象 20市町
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【防災・減災強化枠対象事業】
１１７ 南海トラフ地震事前復興共同研究費（県民環境部　防災危機管理課） １，５００万円

宇和海沿岸5市町の防災・減災に関する研究に学官連携で取り組み、南海トラフ地震の発生を
想定した事前復興計画策定指針の策定などにつなげる。

宇和海沿岸地域事前復興デザイン研究センターの運営
構成 愛媛大学、東京大学、県、宇和島市、八幡浜市、西予市、伊方町、愛南町

災害リスク情報プラットホームの構築
内容 道路交通データ等のインフラ情報、人口・事業所等の地域の基本情報

災害拠点・津波浸水被害等の防災情報　など
事前復興に向けた図上訓練の実施

対象 県、市町職員
内容 被災シナリオに合わせた生活再建・経済活動・インフラ見直し　など

事前復興センサス・模擬避難訓練等の実施
内容 宇和海沿岸5市町（モデル地区）の住民の生活・避難行動調査

徒歩避難訓練、危険箇所の確認、住民協働型ワークショップの実施　など
防災フォーラムの開催（2月）

（３）公共施設等の老朽化対策の推進

１１８ ○ 県民文化会館大規模改修事業費（スポーツ・文化部　文化振興課） ２０億３，３７４万円

老朽化が進んでいる県民文化会館の改修工事を行う。
改修内容 熱源・空気調和機設備、舞台機構設備、照明設備、ホール座席の改修　など
工事期間 31年1月～32年3月
（県有施設更新整備基金を充当）

１１９ ○ 大洲庁舎整備事業費（土木部　土木管理課） １億５３５万円
〔債務負担行為限度額　１１億４，９３３万円〕

老朽化が進んでいる大洲庁舎の建替整備を行う。
規模・構造 庁舎　 RC3F 2,520㎡

附属棟 RC3F 324㎡
事業内容 現庁舎の解体工事、仮庁舎への移転　など
事業期間 30年11月～33年7月
（県有施設更新整備基金を充当）

１２０ ○ 衛生環境研究所整備事業費（保健福祉部　薬務衛生課） ２億１，８４９万円

老朽化が進んでいる県衛生環境研究所の移転建替のための実施設計等を行う。
建設場所 東温市見奈良
事業内容 実施設計、現存施設解体工事、地質調査　など
事業期間 30年4月～34年3月
（県有施設更新整備基金を充当）

【防災・減災強化枠対象事業】
１２１ 私立幼稚園耐震化促進事業費（保健福祉部　子育て支援課） ５，６６８万円

私立幼稚園に通う園児の安全・安心を確保するため、私立幼稚園が行う園舎、屋内運動場等の
耐震対策を支援する。

対象 県内に所在する私立幼稚園
耐震補強

対象施設 文部科学省の補助採択を受けた非木造園舎・屋内運動場等
実施箇所 1園1棟
補助率 国補助額の1/2（補助上限1,000万円/棟）

耐震改築
対象施設 文部科学省の補助採択を受けた非木造園舎・屋内運動場等
実施箇所 2園2棟
補助率 国補助額の1/2（補助上限3,000万円/棟）

（災害に強い愛媛づくり基金を充当）
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（４）警察施設の耐震化

【防災・減災強化枠対象事業】
１２２ 松山東警察署設計調査費（警察本部） ３，３８４万円

県内最大の事案対策拠点かつ災害時の活動拠点となる松山東警察署の建替整備のための
実施設計を行う。

規模・構造 庁舎 SRC10F 8,695.20㎡
車庫 S4F 1,750.00㎡
署長等宿舎 W2F 178.86㎡
本部長宿舎 W1F 91.10㎡

事業期間 30年4月～36年10月
（県有施設更新整備基金を充当）

【防災・減災強化枠対象事業】
１２３ ○ 宇和島警察署庁舎等整備費（警察本部） １０億２，５７８万円

災害時の活動拠点となる宇和島警察署の建替整備を行う。
規模・構造 庁舎 RC5F 4,162.94㎡

車庫・霊安室 S1F 830.00㎡
宿舎 W2F 178.86㎡

事業期間 28年5月～32年3月
負担区分 国1/2　県1/2

【防災・減災強化枠対象事業】
１２４ ◎ 久万高原警察署耐震工事実施設計調査費（警察本部） ３９８万円

災害時の活動拠点となる久万高原警察署の耐震改修工事に必要な実施設計を行う。
久万高原警察署 （S53.3完成） RC3F
負担区分 国1/2　県1/2

（５）原子力防災対策の充実

【防災・減災強化枠対象事業】
１２５ 原子力防災避難円滑化モデル実証事業費（県民環境部　原子力安全対策課）

１億７，０００万円

伊方町内における避難計画の更なる実効性向上のため、車両通行の円滑化対策を講じ、
避難経路となる道路の機能向上を図る。

対象 伊方町三崎地区内の避難経路
実施箇所

県事業 県道佐田岬三崎線　など
伊方町事業 町道三崎名取口線　など

事業内容 見通し改善、待機所の整備、法面保護　など
負担区分 国10/10
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【防災・減災強化枠対象事業】
１２６ 原子力防災ドローンオペレーション強化事業費（県民環境部　原子力安全対策課）

１億５，０９１万円

原子力防災体制の更なる充実・強化を図るため、職員対象のドローン運用研修を実施する
とともに、ドローンを活用した複合災害への対応力強化を図る。

ドローン運用体制の実効性向上
ドローン運用研修会の開催

対象者 県職員（10人程度）、伊方町職員等（50人程度）
場所 県庁、伊方町役場等（5拠点　各1回）

JAXAと連携したドローンの衝突回避実証実験
ドローン機体・各種システム等の維持管理

ドローンを活用した複合災害への対応力強化
携帯電話通信を活用したドローン運航実証実験

場所 モデル地域（複合災害時に孤立するおそれのある2地域）
内容 遠隔操作によるドローンの自律飛行での道路等の情報収集

安定ヨウ素剤等の搬送
負担区分 国10/10

【防災・減災強化枠対象事業】
１２７ ◎ 原子力防災初動対応力強化事業費（県民環境部　原子力安全対策課） １，５８５万円

原子力災害時の初動対応を強化するため、ドローンや臨時災害FMを活用し、初動対応に
特化した実践的な訓練を実施する。

時期 31年9月（伊方町の地震（津波）避難訓練に併せ、実施予定）
参加者 伊方町住民（300人程度）

県、伊方町など関係機関職員
内容 ドローンによる避難路等の情報収集、住民への避難ルート等の情報提供

各集落から一時集結所までの住民避難　など
負担区分 国10/10

（６）安心で魅力あるまちづくり

１２８ 山鳥坂ダム建設費負担金（土木部　水資源対策課） １０億７，４９５万円

ダム本体地質調査・設計、工事用道路工事、用地補償　など
県負担率 0.279

１２９ ＪＲ松山駅付近連続立体交差事業費（土木部　都市整備課） ２６億８，１８５万円

JR松山駅付近連続立体交差事業
実施期間 21～36年度
事業内容 高架本体工事、車両基地施設工事、用地補償

高架側道工事、アクセス道路工事　など
負担区分 連立 国5.665/10　県3.085/10　　　 　　　 松山市1.25/10

アクセス 国5.665/10　県3.535/10・4.335/10　松山市0.8/10
車両基地・貨物駅等周辺整備対策事業

実施主体 伊予市、松前町
実施期間 22年度～
事業内容 市町道拡幅工事　など
補助率 県1/2

１３０ ◎ 松山中心市街地再開発促進事業費（土木部　建築住宅課） ２，５１８万円

中心市街地の再開発や都市の高度利用化を促進し、松山市のまちづくりを支援する。
事業主体 松山市
対象箇所 湊町三丁目C街区地区
対象経費 設計、整備（街路、公開空地等の部分のみ）、除却に係る経費　など
補助率 県1/6（市補助額（国費除く）の1/2を上限）
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【愛顔枠対象事業】
１３１ 歩行者交通事故抑止対策強化事業費（警察本部） ６６５万円

交通事故死者数を減少させるため、事故件数が増加している歩行者対車両の交通事故
抑止対策を実施する。

事業内容 横断歩道へのセンサー付スポットライトの設置
設置場所 死亡・重傷事故が発生した横断歩道（11か所）

【防災・減災強化枠対象事業】
１３２ ◎ ブロック塀等安全対策事業費（土木部　建築住宅課） １，５００万円

倒壊の危険がある民間のブロック塀等の除却や建替えを促進するため、市町が行う
ブロック塀等安全対策補助事業に対して、助成する。

事業主体 市町
補助対象 耐震診断の結果、倒壊の危険があると判断された避難路等に面する

ブロック塀等の除却、建替え
補助率 市町負担額の1/2（上限75千円/戸）
（災害に強い愛媛づくり基金を充当）

６　地球に愛顔を

（１）再生可能エネルギー等の利用促進

【愛顔枠対象事業】
１３３ 新エネルギー等導入促進事業費（県民環境部　環境政策課） ４，９８６万円

市町と連携して家庭用燃料電池やZEH等の導入に対して補助するとともに、新エネルギー等の
導入に向けた調査支援や普及啓発等に取り組む。

家庭用燃料電池・蓄電池・ZEHの設置補助
補助対象 市町
対象経費 市町が個人に補助した額
補助率 燃料電池等 県1/2（1台当たり上限10万円）

ZEH 県1/2（1台当たり上限30万円）
再生可能エネルギー及び水素エネルギー導入可能性調査の支援

事業主体 民間事業者、市町、団体、個人
補助対象 風力発電（20kW未満）、小水力発電（1千kW以下）、バイオマス発電・熱利用

及び水素エネルギーの導入に向けた可能性調査
補助率 県1/2（1件当たり上限200万円）

新エネルギーの普及啓発
新エネルギー導入促進協議会の開催（年1回）
四国水素エネルギー連携体への参加、県内自治体・企業による水素関連勉強会の設置
小学生を対象とした普及啓発事業（年6回）、見学会の開催（年1回）
自立分散型電源普及啓発セミナーの開催（年1回）

（地域環境保全基金を充当）

１３４ ◎ 肱川発電所更新事業費（企業会計）（公営企業管理局　発電工水課） ３億５，０００万円

老朽化していた肱川発電所の早期復旧を目指して更新を行うとともに、再生可能エネルギー
固定価格買取制度の活用を図る。

事業内容 水車発電機、配電盤、屋外変電所等の更新整備
事業期間 31年1月～35年1月（発電開始予定　35年2月）
31年度事業 水車発電機、配電盤、基礎コンクリート、埋設機器等の撤去
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（２）環境と調和した暮らしづくり

【愛顔枠対象事業】
１３５ ◎ 気候変動適応計画策定事業費（県民環境部　環境政策課） ３８４万円

気候変動の影響による県民被害の軽減や農林水産業等の持続的発展、自然環境の
保全を図るため、県気候変動適応計画を策定する。

気候変動影響の情報収集等
現状・将来予測等の資料収集、分析

県計画の策定（32年3月）
検討部会の設置、県施策の体系整理

１３６ ◎ 森林環境譲与税基金積立金（農林水産部　森林整備課） ９，４３６万円

31年度から制度化される森林環境譲与税を財源に、新たな森林管理システムの運用を
主体的に進める市町への支援を行うために必要な資金を積み立てる。

基金名 愛媛県森林環境譲与税基金
積立金 森林環境譲与税、利子
事業内容 推進組織体制の構築、担い手づくり、森林所有者情報管理システムの整備

１３７ ◎ 新たな森林管理システム推進事業費（農林水産部　森林整備課） １億３８０万円

市町が森林所有者から委託を受け森林を管理する「新たな森林管理システム」の開始に伴い、
市町に対する多面的な支援を行う。

森林管理支援センターの設立
内容 新たな森林管理システムに関する指導、人材募集　など
委託先 （公財）愛媛の森林基金

新たな森林管理システム担い手育成事業
内容 システムを推進する市町職員等の養成講座の開設
委託先 愛媛大学

新たな森林管理システム森林情報整備事業
内容 航空レーザ計測データ活用による森林の現状把握

森林GISデータ等整備による意向調査対象森林の選定効率化
（森林環境譲与税基金を充当）

７　効率的かつ効果的な行政運営

【愛顔枠対象事業】
１３８ ◎ 働き方改革・行政事務効率化推進費（総務部　行革分権課） ３，２２３万円

最新IT技術の活用や外部委託の推進などにより、県民の多様なニーズや高度複雑化する
業務に対応しつつ、庁内の長時間労働の是正や業務効率化を実現する。

最新IT技術の活用
AIを活用した窓口応答システムの実証実験（ゼロ予算）

チャットボットによる住民問合せサービスをトライアル実施
技術的課題解決に向けた民間アドバイザーの活用

複数システム間の連動やデータ管理の電子化　など
最新IT技術に関する動向把握

IT展示会・AI研究会への参加　など
総務系事務の外部委託・業務改善

早期の具体化・導入に向けた民間アドバイザーの活用
外部委託に必要なデータの整理　など

ICT技術の活用による業務の効率化
モバイル端末等を活用したテレワークシステムの運用（31年3月導入）

在宅勤務、モバイルワーク、サテライトオフィス勤務　全150台
AIを活用した会議録作成支援システム等の運用　
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【愛顔枠対象事業】
１３９ ◎ ＲＰＡ導入事務処理効率化実証事業費（企画振興部　情報政策課） ５１３万円

定型的業務をソフトウェアロボットの活用により自動化するRPAを導入し、事務処理効率化の
実証実験を実施するとともに、効果が見込まれる他業務への導入を検討する。

RPAの導入実証モデル業務
法人県民税・事業税申告書のシステムへの入力業務（税務課）

他業務への導入の検討
負担区分　 国1/3　県2/3
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